
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には、特別職（市長、市議会議員及び区長等）に支給される給料、報酬等を含みます。

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

(4) 給与改定の状況 人事委員会を設置していないため記載不要

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　①給料表の見直し 実施済み

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の
　　　　　職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適用職員の
　　　　　棒給月額を100として計算した指数。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
      ３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与月額措置が
　　　　　無いとした場合の値です。

区分
住民基本台帳人口 （参考）実質収支

26年度 46,003人 20,060,384千円

人件費

183,636千円

歳出額 人件費率

25年度の人件費率

16.3％

Ａ

一人当たり
給与費

給与費

Ｂ／ＡＢ（27年1月1日）

職員数

17.5％3,503,418千円

職員手当

226,419千円

小城市の給与･定員管理等について

456,956千円 1,947,559千円344人 1,264,184千円

Ｂ／ＡＢ

期末･勤勉手当

26年度

（参考）
類似団体平均一
人当たり給与費

区分

Ａ

計給料

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

5,662千円 5,785千円

　　　２　職員数は、平成26年4月1日現在の人数です。

（給料表の改定実施時期）　平成27年4月1日
官民較差はH26.4.1の給与改正により見直しをされ解消されているため、平均見直し率は0％である。
しかし、５０歳台を中心とする高齢者層の官民較差を是正するために給与表の構造を見直したため、最大△2.2％となってい
る。
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　②地域手当の見直し 制度なし

　③その他の見直し内容

(6)特記事項 特になし

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施しています。（平成27年4月1日実施）
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

　①一般行政職

　②技能労務職

　③小･中学校（幼稚園）教育職

　④福祉職

345,434円

41人

321,192円

1人

―

333,372円

民間
（Ｄ）

参考

平均給与月額（国ベース）平均給与月額

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）

374,179円

佐賀県

小城市

平均給料月額平均年齢

41.4歳

412,732円

類似団体 378,183円319,751円

平均給与月額
（Ａ）

408,996円

324,952円

333,583円

304,592円

359,503円

国

308,208円

332,279円

360,425円44.8歳

298,541円 324,581円

2,994人 ―国 50.2歳

49.8歳 20人

289,141円

類似団体 313,072円

381,205円

小城市

類似団体 41.3歳

45.8歳

区分

43.1歳

平均給料月額

公務員

平均給与月額
（国比較ベー

ス）
職員数

平均
年齢

43.5歳 ―

42.5歳

民間

平均給与月額
（Ｂ）

― ―

334,283円

対応する民間の類
似職種

Ａ／Ｂ

312,522円

参考

―

335,022円

54.6歳333,400円

43.1歳

―

用務員

309,356円 44.9歳廃棄物処理業

301,805円

9人

1.43

うち給食調理員 286,627円 調理師

平均
年齢

43.9歳

335,400円

小城市 291,816円

49.2歳

平均給料月額平均年齢

4,770,215円

―

28人 299,732円

―

5,350,764円

平均給与月額

―

うち給食調理員

4,984,300円うち用務員

57.4歳

佐賀県

うち用務員

区分

公務員
（Ｃ）

小城市

2,774,400円

1.35

3,325,400円

41.3歳

区分

うち清掃職員 3,952,300円

43.8歳

平均給料月額平均年齢

325,825円

350,938円320,701円

平均給与月額（国比較ベース）区分

類似団体 329,894円

382,223円45.6歳

小城市

佐賀県

305,093円

国 42.3歳 ―

平均給与月額

うち清掃職員

―

―

249,200円

―

―

289,500円

――

1.20

1.67

1.16

―

1.80

339,548円

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表
　　　　されているデータを使用しています。（平成24～26年
　　　　の３ヶ年平均）
　　　２　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、
　　　　年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致
　　　　しているものではありません。
　　　３　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」
　　　　のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したもの
　　　　に、公務員においては前年度に支給された期末･勤勉
　　　　手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額
　　　　を加えた試算値です。

区分

328,305円

295,026円

200,300円

53.9歳

293,811円

342,953円

年収ベース（試算値）の比較

―

146人 367,812円

―

Ｃ／Ｄ

―

418,871円

325,649円

328,318円

01 公表様式.xls - 3/17 - 報告（更新）



（注）　職員数が少ない職種の階層は、近似の階層で集計し、近似の階層にも職員がいないものは省略しています。

214,525円

経験年数20年

（注）１　「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのす
　　　　べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除い
たもの）
　　　　で再計算したものです。
　　　３　小城市の「③小･中学校（幼稚園）教育職」に係る職種は幼稚園教諭、「④福祉職」は保育士です。

177,400円大学卒

小城市

166,600円

(2) 職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

174,200円

国

―126,200円

一般行政職
高校卒

佐賀県

144,700円

区分

142,100円

―

142,100円

144,700円

―

―

154,600円

133,900円
技能労務職

142,100円

福祉職

中学卒

高校卒

短大卒

経験年数10年

252,525円

(3) 職員の経験年数別･学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

―福祉職

一般行政職

区分

大学卒

高校卒

高校卒

中学卒

短大卒

技能労務職
―

―

333,360円 ―

297,400円

284,850円

―

306,300円

経験年数25年

376,340円

348,580円

―

―

338,450円

経験年数30年

305,872円

373,820円

―

―
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況

部長

課長、参事

課長、副課長

副課長、係長、主査

係長、主査

主事

主事

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

２．昇給への勤務成績の反映状況

標準的な職務内容 １号給の給料額

366,800円

321,600円

2.8％ 450,800円

413,400円

7人

26人

4.8％

74人

388,900円24.8％

10.4％

263,100円

397,900円

191,200円

249,400円

区分

７級

２級

最高号給の給料額

１級

職員数

354,100円29.6％

12人

62人

140,100円

未実施
※平成18年度から制度構築に着手し、19年度から役職階層別に順次試行を行うなど制度確立に向けた取り組みを進めてい
ます。

26人

43人

10.4％

17.2％

307,500円

構成比

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成27年4月1日現在）

（注）１　小城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

５級

４級

未実施（標準４号昇給）

６級

３級 228,000円

290,300円

17.2% 15.8% 
10.0% 

10.4% 8.5% 21.7% 

29.6% 32.4% 
26.7% 

24.8% 24.3% 23.9% 

4.8% 6.5% 7.2% 
10.4% 9.7% 7.2% 2.8% 2.8% 3.3% 

0%
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平成27年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

７級 

６級 
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３級 
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１級 
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４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当･勤勉手当

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

１．勤務成績の評定の実施状況

２．勤勉手当への勤務成績の反映状況

）

(3) 地域手当 制度なし

（次ページに続く）

１人当たり平均支給額（26年度）

（加算措置の状況）

（26年度支給割合）

佐賀県

勤勉手当勤勉手当

（0.70月分）

2.60月分

（26年度支給割合）

期末手当

１人当たり平均支給額（26年度）

1.50月分

1,586千円
―

1.50月分2.60月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,235千円

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（1.45月分） （0.70月分）

（支給率）

1.50月分

期末手当

・役職加算　　5～20％

国

自己都合

（1.45月分） （0.70月分）（1.45月分）

2.60月分

小城市

20.445月分

期末手当 勤勉手当

（26年度支給割合）

29.145月分

・役職加算 5～15％

(2) 退職手当（平成27年4月1日現在）

49.59月分

勤続20年

・管理職加算　10％

未実施（標準150/100支給）

25.55625月分25.55625月分

34.5825月分

（退職時特別昇給

最高限度額

小城市

34.5825月分勤続25年 勤続25年 29.145月分

勤続35年 41.325月分

49.59月分

定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

49.59月分

勧奨･定年 （支給率）

20.445月分勤続20年

勧奨･定年

49.59月分

自己都合

勤続35年 41.325月分

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） その他の加算措置

なし

最高限度額

49.59月分

その他の加算措置

49.59月分

23,494千円 

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。

8,647千円　

・管理職加算　10～25％

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　 5～20％

１人当たり平均支給額

未実施
※　平成18年度から制度構築に着手し、19年度から役職階層別に順次試行を行うなど制度確立に向けた取り組みを進
  めています。

国
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（前ページからの続き）

(5) 時間外勤務手当

278,797円22,583千円―

異なる

(国)俸給の特別
調整額
支給月額31,700
円～88,500円

住居手当

行路死亡人取扱手
当

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

― 14,250円

13,517千円

(6) その他の手当（平成27年4月1日現在）

防疫等作業手当

(26年度決算)

社会福祉業務手当

手当名

1,124千円

4千円

国の制度と
異なる内容

326千円

(26年度決算)

1,304千円

手当の種類（手当数）

支給職員１人
当たり平均支
給年額

支給実績（26年度決算）

59,250円

315千円

114,159千円

120,414千円

ケースワーカー等の職務に従事したとき

犬、猫等の死体の処理及び廃棄物の収
集、分別、積替えに従事したとき

行旅死亡人の取り扱いに従事したとき

0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

税務手当

5.9％

内容及び支給単価

5

支給実績（25年度決算）

225,332円

561,373円

●管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急
　の必要等により勤務した場合に支給
・週休日又は休日等に勤務の場合
　（6時間を超える勤務は5割増）
　部長級職員　7,000円
　課長級職員　6,000円
・平日の0時から5時に勤務の場合
　部長級職員　3,500円
　課長級職員　3,000円

38,757千円同じ

同じ

支給実績

―

国の制度
との異同

228千円

46,290円

●管理又は監督の地位にある職員に支給
部長級職員　給料月額×15/100
課長級職員　給料月額×10/100

●扶養親族のある職員に支給
配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　13,000円
配偶者以外
　1人につき　　 　　　　　　　　　　　 6,500円
　　※配偶者がない場合　うち１人　　　11,000円
　子（16歳年度～22歳年度）　　　 5,000円　加算

同じ

通勤手当

同じ

●借家･借間に居住する職員に支給
借家･借間居住職員　最高27,000円
（12,000円を超える家賃を支払っている職員）

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

扶養手当

●通勤距離が片道2㎞以上である職員に支給
交通機関等の利用者
　運賃等相当額（限度額55,000円）
自動車等の利用者
　通勤距離相応額（2,000～31,600円）

環境衛生業務手当

―

17,403千円
管理職手
当

管理職員
特別勤務
手当

(4) 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

市税及び保険税の徴収業務に従事したと
き
防疫作業に従事したとき

従事した税務課職
員

従事した職員

従事したケース
ワーカー等の職員

従事した職員

従事した職員

日額250円

日額300円

月額3,000円

日額500円

日額2,000円

0千円

180千円

手当の名称
主な支給
対象職員

主な支給対象業務
左記職員に

対する支給単価(26年度決算)

支給実績

支給実績（26年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度）
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（前ページからの続き）

※平成25年度から職員による庁舎の宿日直勤務は廃止しています。

国の制度
との異同

(26年度決算)

支給職員１人
当たり平均支
給年額

国の制度と
異なる内容

同じ ―
●正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

― 35,889円

夜間勤務
手当

休日勤務
手当

0千円

手当名

同じ
●祝日法による休日等に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数

内容及び支給単価

0円

支給実績

(26年度決算)

4,020千円
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給料

副議長

401,000円

市長

区分

副市長

325,000円

200,000円

議長 545,000円

議長

500/100 16,460千円

／

市長

報酬

／

（参考）類似団体における最高／最低額

副議長

５ 特別職の報酬等の状況（平成27年4月1日現在）

3.10月分

議員

460,000円

（支給時期）

230,000円

816,000円

989,000円 259,000円／

（加算措置の状況）

15％

（算定方式）

副市長

期末手当

副市長
退職手当

294/100

／

給料月額等

823,000円

442,000円

（26年度支給割合）

／

3.10月分

（26年度支給割合）

659,000円

180,000円374,000円

市長 823,000円×在職年数×

（加算措置の状況）

任期毎

任期毎

議員
15％

659,000円×在職年数×

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合
　　　　における退職手当の見込額です。

備考

7,750千円

474,000円

（１期の手当額）
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６ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

土木

14人 

△ 2人 

0人 

14人 

普
通
会
計
部
門

71人 

計

30人 

その他

4人 

75人 

0人 

0人 

4人 

1人 

4人 

39人 

4人 

69人 

30人 農林水産

小計

教育部門 79人 

一
般
行
政
部
門

351人 

272人 

総務

議会

病院

13人 

77人 

―

　　　（類似団体の人口１万人当たり職員数 93.47人）

衛生

民生

税務 20人 

平成27年

　　　　　　　　区分
　部門

1人 

38人 

―

人事異動による増（4）

21人 

看護師不補充による減（△2）

81人 △ 2人 調理員不補充による減（△2）

平成26年

74人 

264人 

8人 

主な増減理由

23人 

8人 

[0人]

<参考>　人口１万人当たり職員数　　　　　 99.78人

3人 

24人 

△ 1人 

人事異動による増（3）

人事異動による増（1）

8人 

6人 

459人 

商工

455人 合計

(2) 年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

<参考>　人口１万人当たり職員数　　　　　　59.13人

6人 

[477人]

職員数

会
計
部
門

公
営
企
業
等

―

水道

13人 

△ 2人 

対前年
増減数

人事異動による減（△1）

6人 

345人 

消防部門

0人 

小計

下水道

108人 

[477人]

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数（教育長を含む。）です。
　　　２　合計欄の[　]内は、条例定数の合計です。
　　　３　普通会計部門の「消防部門」に係る事務は、小城市その他の構成市町が組織する佐賀中部広域連合で処理し
　　　　ています。
　　　４　公営企業等会計部門の「その他」は、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業及び介護保険事業に係るもので
す。

人事異動による増（1）

73人 

0人 

　　　（類似団体の人口１万人当たり職員数　72.05人）

0人 

110人 

<参考>　人口１万人当たり職員数　　　　　　76.3人

―

0%
2%
4%
6%
8%

10%
12%
14%
16%
18%
20%

20歳
未
満

 

20～
23 

24～
27 

28～
31 

32～
35 

36～
39 

40～
43 

44～
47 

48～
51 

52～
55 

56～
59 

60歳
以
上

 

平成27年の構成比 

5年前の構成比 
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(3) 職員数の推移

（4.9％）

―

２３年
　　　　　　　区分

　部門

消防

103人 105人

459人総合計

27歳

24歳

39人 54人

～

２４年

59歳55歳

一般行政

～

459人

―

（4.6％）

―

9人

52歳

20

―

38人18人

32歳

２２年

40歳

未満

～

41人

35歳

～

43歳

60人 57人

２６年

50人

２５年

50人

２７年

42人

（▲ 2.5％）

（単位：人・％）

過去５年間の
増減数（率）

▲ 2

258人 （6.7％）

81人

455人

107人

教育

444人442人

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

439人

257人 258人 264人 272人 17

446人

～

以上47歳

60歳

～

23歳

職員数

～

56歳

区分

337人 339人

80人

―

44歳20歳

255人

― ―

20歳 28歳

計～

48歳

～

351人

107人

337人

39歳 51歳31歳

～

36歳

81人

110人

81人

108人

普通会計計

79人

336人

1人

79人

15 （4.5％）345人

公営企業等会計 5
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７ 公営企業職員等の状況

(1) 水道事業

　① 職員給与費の状況

　　ア 決算

　　イ 特記事項 特になし

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

　③職員の手当の状況

　　ア 期末手当･勤勉手当

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～10％ ・役職加算 5～15％

26年度

（1.45月分）

期末手当

1,514千円 1,235千円

51.8歳

区分

期末手当

19.7％

2.60月分

25年度の総費用に占める職員

勤勉手当勤勉手当

Ｂ／ＡＡ

総費用に占める職
員給与費比率

　一人当たり

6,223千円

1.50月分

１人当たり平均支給額（26年度）

（0.70月分） （0.70月分）

2.60月分

（加算措置の状況）

（1.45月分）

団体平均小城市

総費用

248,614千円 56,118千円

Ａ

給与費

給料 期末･勤勉手当 計職員手当

24,123千円

49,041千円

職員数

517,229円

492,615円

6人

（参考）
団体平均一人当
たり給与費

平均年齢

6,219千円

367,051円

基本給 平均月収額

Ｂ／Ａ

　給与費

区分

26年度 9,084千円 37,335千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　　　２　職員数は、平成27年3月31日現在の人数です。

職員給与費純損益又は実質収支

4,128千円

Ｂ

区分

Ｂ

（参考）

小城市（一般行政職）

18.1％

給与費比率

小城市

　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

1.50月分
―

団体平均

１人当たり平均支給額（26年度）

（26年度支給割合）

1,484千円

（26年度支給割合）

44.9歳

（加算措置の状況）

１人当たり平均支給額（26年度）

348,021円

―
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） ）

　　ウ 地域手当 制度なし

　　エ 特殊勤務手当 制度なし

　　オ 時間外勤務手当

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

（次ページに続く）

―

管理職手当

●管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急
　の必要等により勤務した場合に支給
・週休日又は休日等に勤務の場合
　（6時間を超える勤務は5割増）
　課長級職員　6,000円
・平日の0時から5時に勤務の場合
　課長級職員　3,000円

●管理又は監督の地位にある職員に支給
課長級職員　給料月額×10/100

（略）

(略）

支給職員１人
当たり平均支
給年額

(26年度決算)

―

(26年度決算)

―

（略）

（略）

1,116千円 223,200円

0千円
●借家･借間に居住する職員に支給
借家･借間居住職員　最高27,000円
（12,000円を超える家賃を支払っている職員)

同じ

―

同じ

通勤手当

●通勤距離が片道2㎞以上である職員に支給
交通機関等の利用者
　　運賃等相当額（限度額55,000円）
自動車等の利用者
　　通勤距離相応額（2,000～31,600円）

同じ

同じ
管理職員特
別勤務手当

住居手当 0円

295千円

同じ ―

59,040円

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 322千円

支給実績（25年度決算） 1,415千円

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 236千円

内容及び支給単価
一般行政職の
制度と異なる
内容

扶養手当

―

１人当たり平均支給額

24,047千円

49.59月分

団体平均

15,286千円

支給実績（26年度決算） 1,934千円

（略）

なし（退職時特別昇給 （退職時特別昇給 なし

34.5825月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

49.59月分

勤続35年 41.325月分 49.59月分 勤続35年

その他の加算措置 その他の加算措置

41.325月分

最高限度額

勤続20年 20.445月分

勤続25年 29.145月分 34.5825月分

20.445月分

勤続25年 29.145月分

25.55625月分

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

25.55625月分勤続20年

49.59月分

勧奨･定年（支給率） 自己都合 勧奨･定年 （支給率） 自己都合

小城市 小城市（一般行政職）

手当名
一般行政
職の制度
との異同

　　カ その他の手当（平成27年4月1日現在）

　　イ 退職手当（平成27年4月1日現在）

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　※ただし、個人情報保護の観点から一部省略しています。

●扶養親族のある職員に支給
配偶者　　　　　　　　　　　　　　  13,000円
配偶者以外
　1人につき　　 　　　　　　　　　　 6,500円
　　※配偶者がない場合　うち１人　　11,000円
　子（16歳年度～22歳年度）　　 5,000円　加算

支給実績
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（前ページからの続き）

（注）　個人情報保護の観点から一部省略しています。

●宿日直勤務を行った職員に支給
浄水場の管理・保全等　5,400円又は6,400円

夜間勤務手
当

●正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

同じ

額の相異 5,900円

一般行政職の
制度と異なる
内容

32,490円

支給職員１人
当たり平均支
給年額

0円

支給実績

(26年度決算) (26年度決算)

― 0千円

手当名

24千円

内容及び支給単価

休日勤務手
当

●祝日法による休日等に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数

宿日直手当

一般行政
職の制度
との異同

同じ ― 65千円

異なる
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(2) 病院事業

　① 職員給与費の状況

　　ア 決算

　　イ 特記事項 特になし

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

　③職員の手当の状況

　　ア 期末手当･勤勉手当

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

うち医師 2,378千円

1,235千円

1,280千円

1,235千円

期末手当 勤勉手当

（0.70月分）

（加算措置の状況）

2,393千円

1.50月分

・役職加算 5～15％

期末手当

（26年度支給割合）

（加算措置の状況）

うち看護師

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～10％

（1.45月分）

勤勉手当

1,174千円

2.60月分

1,367千円うち事務職員

（26年度支給割合）

―

（0.70月分） （1.45月分）

―
2.60月分

小城市 小城市（一般行政職） 団体平均

44.6歳

１人当たり平均支給額（26年度） １人当たり平均支給額（26年度）

548,513円 746,670円

区分

　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

区分 平均年齢 基本給

総費用

平均月収額

315,226円

団体平均（うち事務職員） 43.1歳

団体平均（うち医師） 564,750円

１人当たり平均支給額（26年度）

328,980円

1.50月分

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

　給与費
（参考）
団体平均一人当
たり給与費

26年度

区分

職員数

職員給与費
総費用に占める職
員給与費比率

1,601,817千円 725,560千円 45.3％

給与費 　一人当たり

給料 職員手当 計

Ｂ

期末･勤勉手当

50.1歳

小城市（うち看護師） 42.4歳

76人 6,438千円

418,152円

小城市（うち医師）

6,789千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　　　２　職員数は、平成27月31日現在の人数です。（事業管理者は含みません。）

Ｂ／ＡＡ

26年度 103,582千円287,399千円 98,277千円 489,258千円

502,010円

小城市（事務職員）

団体平均（うち看護師） 38.8歳 288,414円 456,203円

1,389,096円

402,654円39.1歳 296,023円
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） ）

　　ウ 地域手当 制度なし

　　エ 特殊勤務手当

　　オ 時間外勤務手当（注）　平成27年度から時間外診療手当は廃止しています。

　　オ 時間外勤務手当

患者1人につき1,000円
（深夜は2,000円）

患者1人につき6,000円

自宅待機1回につき
1,000円

33,697千円

17,572千円

616千円

0千円

247千円

診療放射線技師
臨床検査技師

5,806千円

477千円

日額15,000円

給料月額×1.5/100

1回15,000円以内

1回15,000円

深夜勤務又は準夜勤務
１回につき2,000円

日額350円

588千円

深夜の看護業務に従事したとき

左記職員に
対する支給単価

宿直時に外来患者を診察したとき

宿直時に診察した患者が入院に至ったと
き

勤務を要しない日及び時間に自宅待機を
命じられたとき

(26年度決算)

医療業務に関する研究を行ったとき

医療業務に従事したとき

手術業務に従事したとき

放射線取扱手当 診療放射線技師
放射線を人体に照射する作業に従事
したとき

従事した医師

従事した医師

医師

医師

従事した医師

従事した医師

従事した看護師
および助産師

支給実績

（支給率） 自己都合

分娩介助業務に従事したとき

手当の名称
主な支給
対象職員

主な支給対象業務

9

支給実績（26年度決算）

20.445月分 25.55625月分

勤続25年

その他の加算措置

49.59月分

勤続20年勤続20年

小城市 小城市（一般行政職） 団体平均

最高限度額 49.59月分 49.59月分

勤続25年 29.145月分 34.5825月分

勤続35年

（退職時特別昇給 なし

20.445月分 25.55625月分

29.145月分

なし

49.59月分最高限度額

その他の加算措置

59,733千円

41.325月分

―（略）

49.59月分

１人当たり平均支給額

―

勧奨･定年

1,195千円

65.8％

手当の種類（手当数）

研究手当

手術手当

救急呼出待機手当 730千円

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

196千円

臨床手当

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

（退職時特別昇給

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度）

１人当たり平均支給額

夜間看護手当

分娩手当

時間外診療手当

　　イ 退職手当（平成27年4月1日現在）

勤続35年

（支給率）

１人当たり平均支給額

自己都合 勧奨･定年

34.5825月分

入院手当

41.325月分

49.59月分

支給実績（26年度決算） 12,157千円

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 160千円

24,047千円
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　　カ その他の手当（平成27年4月1日現在）

●扶養親族のある職員に支給
配偶者　　　　　　　　　　　　　　  13,000円
配偶者以外
　1人につき　　 　　　　　　　　　　 6,500円
　　※配偶者がない場合　うち１人　　11,000円
　子（16歳年度～22歳年度）　　 5,000円　加算

同じ

支給職員１人
当たり平均支
給年額

(26年度決算) (26年度決算)

7,972千円

支給実績
内容及び支給単価

一般行政
職の制度
との異同

扶養手当

0千円 0円

303,437円

227,785円

通勤手当 3,339千円 71,052円

同じ

●通勤距離が片道2㎞以上である職員に支給
交通機関等の利用者
　　運賃等相当額（限度額55,000円）
自動車等の利用者
　　通勤距離相応額（2,000～24,500円）

同じ

管理職員特
別勤務手当

●管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急
　の必要等により勤務した場合に支給
・週休日又は休日等に勤務の場合
　（6時間を超える勤務は5割増）
　課長級職員　6,000円
・平日の0時から5時に勤務の場合
　課長級職員　3,000円

同じ ―

25,009円

460,461円

夜間勤務手
当

●正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

同じ ― 5,216千円 149,037円

休日勤務手
当

宿日直手当
●宿日直勤務を行った職員に支給
医師　20,000円
看護師　5,900円

異なる 額の相異 8,288千円

― 400千円
●祝日法による休日等に勤務した職員に支給
勤務1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数

同じ

管理職手当

●管理又は監督の地位にある職員に支給
課長級職員　　　　　　　　給料月額×10/100
院長　　　　　 　　　　　 給料月額×9/100
副院長　　　  　　　　　  給料月額×5/100
在宅医療推進管理者　　　　給料月額×5/100

異なる

院長、副院長
及び在宅医療
管理者の支給

率

住居手当
●借家･借間に居住する職員に支給
借家･借間居住職員　最高27,000円
（12,000円を超える家賃を支払っている職員)

―

―

2,534千円 422,312円

― 2,428千円

手当名
一般行政職の
制度と異なる
内容
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